
4 5

ニ
ュ
ー
ス
in
三
重
県

　三重県では、中小企業の皆様が事業経営に必要とする資金を円滑に調達していただ
くために、金融機関、三重県信用保証協会、地域の商工団体等の協力を得て、三重県
中小企業融資制度を設けています。
　以下にその一部をご紹介します。

三重県中小企業融資制度のご紹介

お問い合わせ先：三重県雇用経済部中小企業・サービス産業振興課　電話：059-224-2447
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 １．優良な電子帳簿の範囲の合理化・明確化
　国税関係帳簿書類の電磁的記録による保存制度について、一定の国税関係帳簿に関し優良な電子帳簿としての保存要
件を満たして過少申告加算税の軽減措置を受ける場合の、軽減措置の対象となる申告所得税及び法人税に係る優良な電
子帳簿の範囲について次の帳簿に限定することとされます。

（1）仕訳帳
（2）総勘定元帳
（3）次に掲げる事項の記載に係る上記（1）及び（2）以外の帳簿（申告所得税の場合は、④に掲げる事項を除く。）

① 手形（融通手形を除く。）上の債権債務に関する事項
② 売掛金その他債権に関する事項（当座預金の預入れ及び引出しに関する事項を除く。）
③ 買掛金その他債務に関する事項
④ 有価証券（商品であるものを除く。）に関する事項
⑤ 減価償却資産に関する事項
⑥ 繰延資産に関する事項
⑦ 売上げその他収入に関する事項
⑧ 仕入れその他経費又は費用（法人税の場合は賃金、給料手当、法定福利費及び厚生費を除く。）に関する事項

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用されます。

 ２．スキャナ保存制度に係る保存要件の緩和
（1）国税関係書類をスキャナで読み取った際の解像度・階調・大きさに関する情報の保存要件が廃止されます。
（2）国税関係書類に係る記録事項の入力者等に関する情報の確認要件が廃止されます。
（3）相互関連性要件について、国税関係書類に関連する国税関係帳簿の記録事項との間において、相互にその関連性を確

認することができるようにしておくこととされる書類が、契約書・領収書等の重要書類に限定されます。
（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に保存が行われる国税関係書類について適用されます。

 ３．電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存制度の見直し
（1）電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存要件の緩和

①申告所得税及び法人税に係る保存義務者のうち、以下の対象者については、質問検査権に基づく電磁的記録のダウ
ンロードの求めに応じることができるようにしている場合、検索要件の全てが不要とされます。

（イ）判定期間における売上高が 5,000 万円以下（現行：1,000 万円以下）である保存義務者
（ロ）電磁的記録の出力書面（整然とした形式及び明瞭な状態で出力され、取引年月日その他の日付及び取引先ごと

に整理されたものに限る。）の提示又は提出の求めに応じることができるようにしている保存義務者
②電磁的記録の保存を行う者等に関する情報の確認要件が廃止されます。

（2）電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存要件に従って保存をすることができなかったことについて相当の理由
がある保存義務者に対する猶予措置として、申告所得税及び法人税に係る保存義務者が行う電子取引につき、納税地
等の所轄税務署長が当該電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存要件に従って保存をすることができなかった
ことについて相当の理由があると認め、かつ、当該保存義務者が質問検査権に基づく当該電磁的記録のダウンロード
の求め及び当該電磁的記録の出力書面（整然とした形式及び明瞭な状態で出力されたものに限る。）の提示又は提出の
求めに応じることができるようにしている場合には、その保存要件にかかわらず、その電磁的記録の保存をすること
とする新たな猶予措置が設けられます。

（3）電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存への円滑な移行のための宥恕措置は、適用期限の到来をもって廃止され
ます。

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に行う電子取引の取引情報に係る電磁的記録について適用されます。
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令和４年１２月２３日閣議決定

新型コロナ克服設備等投資支援資金
●業績の回復・拡大に取り組む中小企業が、先行的に設備投資を行うために必要な資金を
　円滑に調達できるよう支援します。

URL　https://www.pref.mie.lg.jp/SHINSAN/HP/77426022712.htm

融資限度額 融資期間 融資利率 保証料率
年率

0.20％～1.10％年率1.6%

年率0.20%

15年以内
（据置期間２年以内を含む）

2,500万円

中小企業サステナブル経営推進資金

●エネルギーや原材料等の価格高騰による影響などを克服し、持続可能な事業活動の実現を
　推進するために必要な資金の円滑な調達を支援します。

融資限度額 融資期間 融資利率 保証料率

（設備資金については、
据置期間２年以内を含む）

5,000万円

ＤＸ・脱炭素投資促進資金
●DXの推進や脱炭素経営といった経営課題に対応するための設備投資を行う中小企業が、
　必要な資金を円滑に調達できるよう支援します。

融資限度額 融資期間 融資利率 保証料率
年率

0.24％～1.30％
10年以内

（据置期間１年以内を含む）
5,000万円 取扱金融機関

所定利率

取扱金融機関
所定利率

（年率1.6％以内）

※対象設備には制限があります。詳しくは県ホームページをご確認ください。

対象：三重県SDGs推進パートナー登録企業、三重のサステナブル経営アワード受賞企業

運転資金    ７年以内
設備資金  15年以内

融資制度はこのほかにも用意しております。
詳しくは県ホームページをご確認ください。

三重県　融資制度

詳しくは
コチラ！


